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資料3-25 愛媛県汚水処理事業広域化・共同化計画 ロ ー ドマップ

項目 市町等 施設の種類 受入施設 廃止施設
短期(~5年間） 中期(~10年間） 長期(~30年間）

令和4年度 ～ 令和8年度 令和9年度 ～ 令和13年度 令和14年度 ～ 令和33年度

(1)汚水処理施設の統廃合

全市町 設備更新等の機会を捉え、統 同左 同左
全事務組合 廃合の検討を継続

四国中央市
公共下水逍とし尿処 四国中央市川之江浄化セン アイ・クリ ーン 続廃合に係る工事の実施
理施設の統廃合 ター 統廃合完了予定

新居浜市
公共下水道とし尿処 新居浜市下水処理楊 衛生センター 統廃合済み理施設の紘廃合

公共下水道の統廃 北部終末処理場 小部浄化センター 続廃合済み
＾ ロ

朝倉地区クリーンセンター

航廃合計画の検討今治下水浄化センター 朝倉下地区水処理施設 続廃合計画の検討 一部統廃合完了予定
統廃合完了f定

古谷地区クリーンセンター

九王水処理センター 統廃合計画の検討
大西水処押センター 宮脇水処押センター 杭廃合に係る工事の実施 絣廃合完了予定

山之内水処理センター 一部統廃合完了予定

公共下水道と集落 吉海浄化センター 椋名地区処理場 続廃合計画の検討
統廃合に係る工事の実施
統廃合完了予定

排水施設の統廃合

伯方浄化センター 北浦東地区浄化センター 統廃合済み

盛地区浄化センター
統廃合計画の検討 統廃合に係る工事の実施

今治市 井口浄化センター

瀬戸崎地区浄化センター
統廃合に係るエ市の実施 統廃合完了予定一部統廃合完了予定

宮浦浄化センター 大三島北地区処理施設 統廃合に係る工事の実施
統廃合完了予定

太ノ原・野田地区クリ ーンセンクー

山越地区クリーンセンター

朝倉地区クリーンセンター 野々瀬地区クリ ーンセンター 統廃合済み
消水地区し尿処理施設

集落排水施設の航 緑ヶ丘団地コミプラ
廃合

九和地区処理施設 与和木地区処理施設 統廃合完了予定

野々江地区処理施設 ロ総地区処理施設 統廃合に係る工事の実施 統廃合完了予定

集落排水施設とコミ 九和地区処理施設 玉川グリーンハイツコミプラ 統廃合計画の検討 統廃合完了予定プラの統廃合

東温市 集落排水施設の統 拝志地区浄化センター 上林地区浄化センター 令和4年3月就廃合完了廃合

伊予市 公共下水道と集落 伊予市下水浄化センター 大平地区農業集落排水処理施設 統廃合計画の検討 統廃合計画の検討 統廃合完了予定
排水施設の統廃合

松山衛生事務組合 し尿処理施設の統 松山衛生ecoセンター 久万高原町環境衛生センター 令和4年3月統廃合完了久万高原町 廃合

永長浄化センター

西予市 公共下水逍と集落 西予市宇和浄化センター
神野久浄化センター

続廃合に係る工事の実施 統廃合完了予定排水施設の統廃合 田之筋浄化センター

中川浄化センター

伊方町 公共下水道と集落 九町浄化センター 田之浦処理場 統廃合計画の検討 統廃合完了予定
排水施設の統廃合

愛南町 集落排水施設の統 家串クリーンセンター 平啓クリ ーンセンター
統廃合に係る工事の実施

廃合 統廃合完了予定

市町等 内容
短期(~5年間） 中期（～10年間） 長期(~30年間）

項目
令和4年度 ～ 令和8年度 令和9年度 ～ 令和13年度 令和14年度 ～ 令和33年度

(2)汚泥処理の共同化

東予ブロック 汚泥の共同処理を実施 各ブロックで共同化処理の検討を継続 同左 同左

中予ブロック 汚泥の共同処理を実施
松山市内4か所の公共下水道の汚泥を集約し、固

中予ブロックでの共同化を検討 同左
形燃料化を実施

(3)委託業務の共同発注

全市町 ICTの整備 施設ごとに更新等の槻会を捉え、ICT整備の検討 同左 施設統廃合や巾町内での整備状況針格ま
を継続 え、市町問での共同化を検討

全市町
企業会計に関する財政システム 市町ごとに公営企業会計への移行等針踏まえ、検

同左 施設統廃合や市町内での導人状況芍箔ま
の導入 討を継続 え、市町間での共同化を検討

全市町
台帳の竜子化

市町等ごとに国の標準仕様等を基に、電子化の
同左 施設統廃合や市町等内での電子化状況を

全事務組合 検討匂継続 踏まえ、市町間での共同化を検討

巾町ごとに包括的民間委託導入の検討を継続
施設統廃合や市町内での導入状況匂箔ま

全市町 包括的民間委託の実施 導入済みの市町等は、更に高いレベルの導入を 同左
え、市町間での共同化を検討

検討

(4)災害対応の広域連携

県の施策担当課が主導し、汚水処理施設の種類
ごとに訓練を実施

県
汚水処理施設 施策担当課

全市町 緊急時対応訓練の実施 公共下水道 都市整備課 PDCi\を実施のうえ、緊急時対応訓
同左

練を継続実施
全事務組合 膜業集落排水施設 農地整備課

漁業集落排水施設 漁港課

し尿処理施設 循環型社会推進課

－ 391 －



資料３－26 生活排水処理施設別の汚水処理人口及び普及率 

生活排水処理施設の種類 
基準年度 

(令和３年度末) 

令和４年度末 

実績 

中間目標 

(令和８年度末) 

目標 

(令和 14 年度末) 

行政人口（千人） 1,334 1,320 1,272 1,202 

下水道（千人） 
756 

(56.7％) 

756 

(57.2％) 

766 

(60.2％) 

751 

(62.5％) 

農業集落排水施設（千人） 
33 

(2.5％) 

32 

(2.4％) 

25 

(2.0％) 

19 

(1.6％) 

漁業集落排水処理施設 

（千人） 

3 

(0.2％) 

3 

(0.2％) 

3 

(0.2％) 

2 

(0.2％) 

簡易排水施設（千人） 
0.03 

(0.002％) 

0.02 

(0.002％) 

0.02 

(0.002％) 

0.02 

(0.001％) 

コミュニティ・プラント

（千人） 

1 

(0.1％) 

１ 

(0.1％) 

1 

(0.1％) 

0.2 

(0.01％) 

合併処理浄化槽（千人） 
302 

(22.6％) 

303 

(23.0％) 

322 

(25.3％) 

324 

(27.0％) 

汚水処理人口合計（千人） 

(汚水処理人口普及率) 

1,095 

(82.1％) 

1,096 

(83.0％) 

1,115 

(87.7％) 

1,096 

(91.2％) 

※（ ）内の％は、行政人口に対する生活排水処理施設別の割合 
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